
敬老パス制度
見直しが検討されている敬老パスについて、おんむ

ら市議は「利用者の傾向や事業費の将来予測といった
情報を市民に示し、まずは持続可能な制度とするため
の議論を尽くすべき」と要請。秋元市長は、将来の事業
費や現役世代の負担を含め、多角的な検討を重ねてい
ると述べ、持続可能な仕組みの構築に向けて取り組む
と答えた。
少子高齢化に伴い、高齢者福祉の予算が増加してい

る中、一般財源の歳入額は2023年度の5,804億円から
48年度は5,480億円と今後25年間で324億円の減少
が見込まれている。
おんむら市議は「限られた一般財源の歳入をどう有
効活用していくのか、本質的な議論が必要だ」と主張。
「現行制度を続けていくことに課題があるのであれば、
市民にそのことを示した上で、利用者負担額やチャー
ジ上限額の見直しを含めた検討を行うべき」と求めた。
地域事情を考慮した公共交通の在り方
路線バスの減便・廃止に伴い、生活への影響が懸念

されている中、「私の地元・清田区は全10区の中で唯
一、地下鉄やJRといった軌道系交通機関がないため、
路線バスに頼らざるを得ず、経路の変更や減便は重く
受け止められている」と指摘。市内を見ると、代替しや
すい交通手段がある地域もあれば、路線バスが唯一の
移動手段という地域もあるため、持続可能な公共交通
ネットワークの構築に向けては、「地域ごとに事情が異
なることを考慮する必要がある」とし、見解を求めた。
市長は「バス路線の再編にあたっては、市民生活に著

札幌市議会第２回定例会の代表質問が５月27日に行われ、おんむ
ら健太郎市議が登壇。敬老優待乗車証（敬老パス）制度や地域事情を
考慮した公共交通機関の在り方など10項目を質問した。

しい影響がないよ
う配慮が必要」と
答弁。バス事業者
と地域の実情を
共有し、市民の利
便性に配慮した
協議を行うととも
に、必要に応じて代替交通などの導入も検討しながら、
公共交通ネットワークを維持したいと述べた。
GX投資の促進に向けた取り組み
GX（グリーントランスフォーメーション）投資の促進

に向け、市長は道内のGX事業に関する情報を集約す
るプラットフォームや国際的なグリーン基準等に適合
するGX事業の認証制度を構築する考えを示した。金
融系企業の誘致を促進するための税制の検討なども進
める。
GXに関する資金・人材・情報が集積するアジア・世界

の「金融センター」の実現に向け、道と札幌市は昨年６
月、産学官金のコンソーシアム「チーム札幌・北海道」を
設立。再生可能エネルギーのポテンシャルを活用し、今
後10年間で約40兆円の投資を呼び込むことを掲げて
いる。
おんむら市議は、国内随一の再エネポテンシャルを
最大限に生かし、北海道をはじめ、関係機関とも連携し
て取り組むことで世界に類を見ない国際金融都市の実
現は可能だと強調。市長は、国内外から投資を呼び込
む環境を整え、GX産業の集積と金融機能の強化集積
を両輪とした国際金融都市の実現を目指すと答えた。

市政の諸課題質す� 代表質問｜おんむら健太郎市議｜清田区
札幌市議会第2回定例会

代表質問を行うおんむら市議。後方は
しのだ江里子副議長
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